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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は次のとおりであります。

(１)当社グループは、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させて透明かつ公正な企業活動が行われることを重要な経営上の方針と位置付

　　けており、また、経営環境変化に迅速・的確に対応できる組織体制の構築に特に注力する基本方針を持って、経営にあたっております。

　　また、「コンプライアンス・マニュアル」および「タカセグループ 企業行動指針」を定めて、コンプライアンス遵守に関し機会をとらえて通達や社内

　　研修等の場で社員への徹底を図っております。

(２)当社は、機関構成の組織形態として、監査役会設置会社です。現在２名の社外監査役を含む３名の監査役が、取締役が取締役会等で行う

　　意思決定状況や、内部統制システム構築および運営状況など監査することを中心として、取締役の職務執行を監査・監督する職責を支障

　　なく遂行しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【対象コード】

2021年６月の改訂後のコードに基づいて記載しております。

【補充原則 1-2-4．議決権の電子行使のための環境作り、招集通知の英訳】

当社は、機関投資家、海外投資家を含め株主が議決権を行使しやすい環境整備は必要と認識しております。議決権行使ウェブサイトの利用につ
いては、株主における機関投資家、海外投資家の比率が相対的に低いことから現在は採用しておりませんが、株主・投資家のご意見・ご要望なら
びに手続き・費用等を勘案しながら検討を行ってまいります。

また、株主総会招集通知の英訳につきましては、当社株主における海外投資家比率が相対的に低いことから、現在招集通知の英訳は実施してお
りませんが、今後必要に応じて検討してまいります。

【原則 1-3．資本政策の基本的な方針】

当社は、2021年度（2022年3月期）を最終年度とする「3ヵ年中期経営計画」に取組んでまいりました。新たな中長期の経営計画の策定については、
経済環境および当社を取巻く外部環境等に不透明感が残ることから、引き続き慎重に検討を進めております。経営計画を策定後、速やかに開示
いたします。

なお、当社の配当政策につきましては、安定的な収益を確保できる経営基盤の強化を進めながら、株主に対して可能な限りの利益還元を行うこと
を基本方針としております。

【補充原則 2-4-1．管理職への登用等における多様性の確保の考え方と自主的かつ測定可能な目標】

当社および当社グループは、中長期的かつ持続的な発展および経営基盤の安定を図るためには、性別、人種、国籍等に拘らないことが必要であ
ると認識しております。女性・外国人・中途採用者の管理職への登用および中核人材の登用等については、明確な目標を設定しておりませんが、
当社および当社グループは、中国子会社の総経理に外国籍の人材や子会社の取締役に女性を選任する等、性別・国籍に関わらず、すべての従
業員に機会均等を前提とした雇用・人事の仕組みを推進しております。

また、当社は、中長期的な企業価値の向上に向けた人材戦略の重要性に鑑み、性別、人種、国籍等に拘らず採用を行うとともに、従業員の人格、
個性を尊重しその育成に努め、人材育成において社内外教育制度の充実・活用に積極的に取り組み、連帯感をもち安全で働きやすい職場環境
の確保に努めてまいります。

【補充原則 3-1-2．英語での情報開示・提供】

当社は、英語版のウェブサイトを開設し、英語での情報提供に努めております。しかしながら、当社株主における海外投資家比率は相対的に低い
ことから、決算短信、株主総会招集通知等の英語での開示は行っておりません。

今後は、海外投資家比率に留意しつつ、株主・投資家のご意見・ご要望等を勘案して英語での情報の開示・提供を検討してまいります。

【補充原則 3-1-3．サステナビリティの取組みの開示】

当社は、サステナビリティを巡る課題への対応として、中長期的な企業価値の向上の観点から企業の社会的責任（CSR）として持続可能な開発目
標（SDGs）17項目のうち下記９項目を定め、基本的な方針として取組むとともに監督しております。

3. すべての人に健康と福祉を

4. 質の高い教育をみんなに

5. ジェンダー平等を実現しよう

7. エネルギーをみんなにそしてクリーンに

8. 働きがいも経済成長も

11. 住み続けられるまちづくりを

12. つくる責任つかう責任

13. 気候変動に具体的な対策を

15. 陸の豊かさも守ろう

しかしながら、当社は、新たな中長期の経営計画の策定については、経済環境および当社を取巻く外部環境等に不透明感が残ることから、引き続
き慎重に検討を進めている段階であり、新たな経営計画を策定したうえ、その中で人的資本や知的財産への投資等についても開示いたします。



【補充原則 4-1-2．中長期経営計画の実現への努力と未達時対応】

当社は、新たな中長期の経営計画の策定については、経済環境および当社を取巻く外部環境等に不透明感が残ることから、引続き慎重に検討し
ている段階であります。

中期経営計画は、株主に対するコミットメントの一つであるとの認識に立ち、取締役会・経営幹部においてさらに検討を進め、新たな経営計画を策
定後、速やかに開示いたします。

【補充原則 4-1-3．最高経営責任者等の後継者計画の監督】

当社取締役会は、現在、代表取締役の後継者の計画について策定しておらず、監督も実施しておりません。また、現段階において後継者の育成
計画については、喫緊の課題として認識しておらず、取締役会で具体的な議論は行っておりません。

【原則 4-8．独立社外取締役の有効な活用】

当社は、社外取締役1名と社外監査役1名を独立役員として登録しております。独立社外取締役の選任につきましては、当社の規模、当社取締役
会の規模（取締役5名、監査役3名）ならびに適切な候補者の確保の困難性等の諸事情に鑑み、現時点では1名のみとしております。

【補充原則 4-10-1．任意の仕組みの活用】

当社は、監査役会設置会社であって独立社外取締役は取締役の過半数に達しておりませんが、取締役・経営陣の指名・報酬については、社外取
締役の助言・提言を踏まえるなど、公正かつ透明性の高い手続きに則って行っており、取締役会における独立社外取締役の役割は有効に機能し
ていると考えております。当社の規模、当社取締役会の規模（取締役5名、監査役3名）において現段階では、指名・報酬委員会の設置は必要ない
ものと考えておりますが、今後につきましては、企業規模や事業展開等も踏まえ、必要に応じて独立した指名・報酬委員会の設置について検討し
てまいります。

【原則 4-11．取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

当社取締役会は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に必要な取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性を確保
するため、当社の課題に精通した常勤取締役と、上場企業の経営経験者を社外取締役として選任し、当社の規模においては、取締役会の役割・
責務を実効的に果たすことができる構成であると考えております。

提出日現在において、ジェンダーや国際性を含めた多様性に対応した取締役および監査役については適任者がいないため選任しておりません。
取締役・監査役には、適切な経験・能力および必要な財務・会計・法務に関する知識を有する人材、特に、財務・会計に関する十分な知見を有して
いる人材の選任やジェンダーや国際性、職歴、年齢の面を含めた多様性の確保について努めてまいります。

なお、取締役会の実効性に関する分析・評価については、引き続き検討してまいります。

【補充原則 4-11-3．取締役会の実効性についての分析・評価と結果開示】

当社は、取締役・監査役が取締役会において積極的に議論に参加し、活発な意見交換を行うとともに、役員からの意見・要望を取締役会の運営に
反映し、取締役会全体の実効性については問題ないものと考えており、取締役会全体の実効性の評価や分析は行っておりません。取締役会全体
の実効性についての分析・評価の実施ならびにその結果の開示については、引き続き検討してまいります。

【原則 5-2．経営戦略や経営計画の策定・公表】

当社は、【補充原則4-1-2】に記載のとおり、2021年度（2022年3月期）を最終年度とする「3ヵ年中期経営計画」に取り組んでまいりました。新たな中
長期の経営計画の策定については、経済環境および当社を取り巻く外部環境等に不透明感が残ることから、引き続き慎重に検討している段階で
あります。従って収益力・資本効率等に関する目標の開示もおこなっておりませんが、新たな経営計画を策定後、速やかに開示します。

【補充原則 5-2-1．事業ポートフォリオに関する基本的な方針】

当社は、事業内容や経営戦略、経営方針等について有価証券報告書に記載しておりますが、【原則5-2】に記載のとおり、新たな中長期の経営計
画の策定については、引き続き慎重に検討している段階であります。従って、事業ポートフォリオの基本方針等についても説明は行っておりませ

ん。経営方針や事業ポートフォリオ等については、取締役会で協議・検討を重ねており、新たな経営計画を策定したうえで、当社としての方針につ
いても開示します。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則 1-4．政策保有株式】

１．保有目的

当社は、当社が総合物流事業を円滑に推進し将来に向けて成長していくために、取引先企業、金融機関等との協力関係は重要であり、当該企業
の株式を保有する意義があると判断した場合に限り継続保有する方針としておりますが、その保有が当社の企業価値向上に資すると認められな
くなった場合は、当社の業績や市場に与える影響を考慮しつつ、順次削減の検討を行っております。

２．検証の内容と縮減に関する方針

当社は、取締役会において1年に1回、個別銘柄ごとに、当該企業との取引関係の維持・強化によって得られるメリットについて検証をおこない、保
有目的、取引金額、配当金額、含み損益等の便益、ならびに所有リスクと資本コストを比較測定したうえで、総合的に継続保有の適否を判断して
おります。

３．議決権行使基準

政策保有株式の議決権については、「政策保有株式の方針、議決権行使に関する基準」を作成し、投資先企業における財務の健全性に悪影響を
及ぼす場合や違法行為または反社会的行為が発生した場合等における該当議案には反対するなど、「投資先企業の効率的かつ健全な経営に役
立ち、企業価値の向上を期待できるか」等を総合的に勘案し、その行使についての判断を行っております。

４．政策保有株主から売却の意向を示された場合の対応方針

当社の株式を政策保有株式として保有している会社（政策保有株主）から当該株式の売却等の意向が示された場合には、その売却等を妨げる行
為は致しません。また、その場合において、当社が当該政策保有株主である会社の株式を政策保有株式として保有している場合は、速やかに売
却する方針です。

なお、2021年度（2022年３月期）において、１銘柄売却し、削減しております。

【原則 1-7．関連当事者間の取引】

当社は、「取締役会規程」を制定し、取締役その他の関連当事者との利益相反取引について、取締役会の事前承認を要することとしております。
また、関連当事者との取引を把握するために、役員等に対して毎年関連当事者取引に関する調査を実施し、取引の合理性や手続きの適正性を
検証しております。



【原則 2-6．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、企業型確定拠出年金制度を採用しており、アセットオーナーとして企業年金の積立金の運用に関与しておりませんが、制度の運営担当
部門においては、委託先運営管理機関である金融機関から定期的に運用状況の情報を入手し知識を習得のうえ、運用商品の選定や従業員に対
する資産運用に関する教育実施等を行っております。

【原則 3-1．情報開示の充実】

（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　「タカセグループ　企業行動指針」を当社ウェブサイトにて開示しておりますので、ご参照ください。

（「タカセグループ　企業行動指針」：https://www.takase.co.jp/about-us/guideline/）

（ⅱ）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　本報告書「１．１．基本的な考え方」に記載しておりますので、ご参照ください。

（ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するにあたっての方針と手続

　有価証券報告書「(4) ① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項」にて開示しておりますので、ご参照ください。

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うにあたっての方針と手続

業務執行を担う取締役（常勤取締役）については、当社の企業理念の実現を実践する優秀な人材を確保・維持し、持続的な企業価値および株主
価値の向上に向けて期待される役割を十分に果たすことのできる人材を指名しております。社外取締役については、取締役や特定の利害関係者
の利益に偏ることなく、客観的な立場から独立性をもって経営を監視することが可能で、かつ経験豊富で高い見識を持った人材を指名しておりま
す。また、監査役については、経営の監視・監督機能の強化を図るべく、企業等での役員等の経験を活かして、独立した中立的な立場で、有効な
助言等を期待できる人材を指名しております。

取締役候補の指名に際しては、取締役会が社外取締役の意見を踏まえたうえで代表取締役が提案した内容について検討し、決定しております。
また、監査役候補の指名に際しては、取締役会が、社外取締役の意見を踏まえ、かつ監査役会の同意を得たうえで代表取締役が提案した内容に
ついて検討し、決定しております。

なお、取締役は、職務執行に不正または重大な法令・定款違反、心身の故障、その他職務への著しい不適任があると取締役会が判断した場合等
には、取締役会の決議に基づく解任手続きを実施いたします。

（ⅴ）取締役会が上記（ⅳ）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

　取締役候補者について、株主総会参考書類において経歴その他の事項を開示し、これと合わせて推薦の理由を開示しております。

　〔取締役候補者推薦理由〕

　第105期定時株主総会招集通知をご参照ください。　

【補充原則 4-1-1．取締役会から業務執行取締役に対する委任範囲の概要】

当社は、「取締役会規程」を制定し、法令等に準拠して取締役会で審議する内容を取締役会に付議すべき事項として定めております。また、「職務
権限細則」を制定し、経営陣幹部等が執行できる範囲を明確にするとともに、組織変更等に応じて、常に見直しがなされる体制を整備しておりま

す。

取締役会は、原則毎月1回開催し、会社の重要な業務執行の決定を行うとともに、常任役員会を原則毎月1回開催し、取締役会の決定した基本方
針に基づき、経営の重要事項について意見交換し、決定を行っております。業績の進捗については、四半期ごとに開催される業績管理を主体とす
る会議およびその他の諸会議において、情報を共有し、課題や今後の活動方針等について活発な議論や意見交換を行っております。

【原則 4-9．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、社外取締役および社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針として明確に定めたものはありませんが、選任にあたっ
ては、会社法や株式会社東京証券取引所の規則を参考にしつつ、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣からの独立した立場で社外役員
としての職務を遂行できる十分な独立性が確保できる人材を選任しております。

【補充原則 4-11-1．取締役会の多様性に関する考え方】

当社は、事業規模等を勘案し、取締役5名（うち社外取締役1名）、監査役3名（うち社外監査役2名）を選任しております。

当社取締役会は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に必要な取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性を確保
するため、各事業や業界および当社の課題に精通した常勤取締役と、上場企業の経営経験者から、社外取締役を選任しております。

取締役の選任の際は、各部門を担当する常勤取締役や社外取締役が候補者を推薦し、取締役会での決議を得て、株主総会決議により選任する
こととしております。

当社取締役会は、取締役の知識・経験・能力等のスキルを特定したうえで、各取締役の知識・経験・能力等を一覧化したスキル・マトリックス を作

成し、本報告書および第106期定時株主総会招集通知にて開示しております。

【補充原則 4-11-2．社外取締役・社外監査役の兼任状況】

当社は、社外取締役・社外監査役を含むすべての当社取締役・監査役は、その役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労力を当社の
業務に振り向けるべきであると考えております。こうした観点から、取締役・監査役が他の上場会社の役員を兼任する場合には、その数は合理的
な範囲にとどめるべきと考えております。

なお、当社は、取締役・監査役の兼任状況について、当社取締役・監査役としての職務に支障がないことを毎年確認のうえ、取締役・監査役候補
者および取締役・監査役の重要な兼職の状況を、株主総会招集通知、有価証券報告書において開示しております。

【補充原則 4-14-2．取締役のトレーニング】

当社は、新任の社外取締役・社外監査役が就任した場合は、当社の属する業界、歴史、事業概要、財務情報他、必要な情報修得のための説明を
行っております。

また、取締役・監査役は、日常より能力向上または自己啓発を目的とした外部セミナー等を適時、受講しており、受講に伴い生じる費用は、会社の
費用にて負担しております。

【原則 5-1．株主の建設的な対話に関する方針】

株主との建設的な対話を促進するための体制整備および取組みに関する方針において、当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値向
上のためには、常日頃から株主と対話をおこない、株主の意見や要望を経営に反映させ、株主とともに当社を成長させていくことが重要と認識し
ております。そのため、当社は、適時開示基準に則り、情報開示を行っております。また、当社ウェブサイトを重要な情報源の一つと認識し、下記
の情報を掲載しております。現在は、株主や投資家に対する決算説明会等については開催しておりませんが、今後は株主や投資家のご意見・ご
要望や株主構成等を踏まえて検討してまいります。

提出日現在当社は、株主や投資家から対話（面談）申込を受けておりますが、株主や投資家に対する決算説明会等については開催しておりませ
ん。今後は決算説明会等の開催について必要に応じて検討してまいります。

なお、ＩＲ情報、決算情報、会社説明会情報、株主総会等の情報は、当社ウェブサイトにて開示しておりますので、ご参照ください。

（「ＩＲ情報」：https://www.takase.co.jp/ir/）

（「決算情報」：https://www.takase.co.jp/ir/i_jyohou/）



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

大東港運株式会社 80,042 8.06

公益財団法人タカセ国際奨学財団 69,190 6.96

東京中小企業投資育成株式会社 65,300 6.57

株式会社三協 58,800 5.92

株式会社みずほ銀行 47,154 4.75

城南信用金庫 42,301 4.26

上田八木短資株式会社 41,100 4.14

株式会社商船三井 40,121 4.04

日本生命保険相互会社 32,680 3.29

高瀬　正人 32,122 3.23

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

上記の【大株主の状況】は2022年３月31日現在の状況です。

また、上記のほか、当社所有の自己株式60,872株(5.77%)があります。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 陸運業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

現状におきましては、特記事項はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況



１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

髙田　忠美 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

髙田　忠美 ○ ―――

　生命保険会社において豊富な経験を有し、ま
た上場会社において社外取締役等を務められ
るなど会社経営の経験および見識も豊富であ
り、独立した立場から、その経験を活かした有
効な助言を当社の経営に役立てるため、社外
取締役に選任されたものであります。

　なお、同氏は、東京証券取引所の有価証券
上場規定にもとづく独立役員としての要件を満
たしており、一般株主と利益相反が生じること
はないと判断し、同氏の同意のうえ、同取引所
に対し、独立役員として届出ております。

　同氏の社外取締役としての在任期間は、１年
であります。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　会計監査人による会計監査にあたっては、必要に応じて内部監査室長および監査役が諸問題についての内容確認と、これに関連する諸事項に
ついての意見交換を行っているほか、出先部署往査にも内部監査室長および監査役が同行し連携をとっております。

　また、年初には会計監査人より、監査実施計画等の説明を受けるほか、会計監査人による四半期レビューおよび期末監査の実施結果について
も、会計監査人から報告を受け、意見交換を行っております。

　監査役監査実施に際しては、会計監査人および内部監査室と情報の交換を含む緊密な協力関係を維持しており、効率的かつ効果的に監査を
行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

今泉　達也 他の会社の出身者 ○

宮崎　泰史 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)



氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

今泉　達也 　 ―――

　主に税務関係の出版をおこなう財団法人大
蔵財務協会において豊富な経験を有し、編集
局長および理事を歴任されており、現在は常務
理事を務められております。この経験を活かし
た有効な助言、ならびに経営の監視・監督を期
待し、社外監査役に選任されたものであります
。

　同氏の社外監査役としての在任期間は、７年
でありま す。

宮崎　泰史 ○ ―――

　金融機関において豊富な職務経験を有し、執
行役員を務められ、また大手企業において取
締役・監査役を歴任されており、この経験を活
かすとともに、独立した中立的な立場で、有効
な助言ならびに経営の監視・監督を期待し、社
外監査役に選任されたものであります。

　なお、同氏は、東京証券取引所の有価証券
上場規定にもとづく独立役員としての要件を満
たしており、一般株主と利益相反が生じること
はないと判断し、同氏の同意のうえ、同取引所
に対し、独立役員として届出ております。

　同氏の社外監査役としての在任期間は、５年
であります。

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

　当社は2022年５月19日開催の取締役会において、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層
の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式報酬制度の導入（対象者は常勤取締役）および役員退職慰労金制度の廃止について決
議し、これらに関連する議案につきましても2022年６月28日開催の第106期定時株主総会において承認可決されております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない



該当項目に関する補足説明

　有価証券報告書ならびに株主宛報告書（定時株主総会招集通知含む）においては、退職慰労引当額のほか、使用人兼務役員の使用人給与相
当額も合わせて開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社の役員報酬等は、以下の決定方針に従い、会社業績および会社経営における個々の取締役の責任や貢献度を総合的に勘案し、決定して
おります。譲渡制限付株式報酬制度の導入に伴い、2022年５月19日開催の取締役会において以下のとおり改訂されております。

（基本方針）

当社の取締役の報酬は、当社の企業理念の実現を実践する優秀な人材を確保・維持し、持続的な企業価値および株主価値の向上に向けて期待
される役割を十分に果たすことへの意欲を引き出すにふさわしいものとする。具体的には、業務執行を担う取締役（常勤取締役）の報酬は、基本
報酬、譲渡制限付株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役の報酬は、基本報酬のみとする。

常勤取締役の報酬については、取締役報酬規程、譲渡制限付株式報酬規程に基づき、報酬の内容および決定手続きの両面において、合理性、
客観性および透明性を備えるものとし、社外取締役の報酬については、他社水準、社会情勢等を勘案するものとする。

（基本報酬の個人別の報酬等の額および付与の時期または条件の決定に関する方針）

基本報酬は、金銭による月例の固定報酬とする。基本報酬の金額は、役位、職責等に応じて定めるものとし、業績、他社水準、社会情勢等を勘案
して、決定するものとする。譲渡制限付株式報酬は、譲渡制限付株式報酬規程に基づき、前事業年度に関する定時株主総会終結時から当該事
業年度に関する定時株主総会終結時までの期間の職務執行の対価として譲渡制限付株式を割当て、当社の取締役またはその他当社取締役会
で定める地位を退任又は退職した時点をもって、譲渡制限を解除するものとする。

社外取締役の報酬については、他社水準、社会情勢等を勘案し、当社の社会的地位に相応した水準とすることを原則とし、代表取締役社長が決
定するものとする。

（基本報酬額および譲渡制限付株式報酬額の取締役の個人別報酬の額に対する割合の決定に関する方針）

業務執行を担う取締役の種類別の報酬の割合については、役位、職責、当社と同程度の事業規模を有する他社の動向等を踏まえて決定する。な
お、報酬総額のうち10％前後を一律で非金銭報酬等である譲渡制限付株式と引換にする払込みに充てるための金銭として支給するものとする。

（取締役の個人別の報酬等の内容の決定の手続きに関する事項）

取締役の個人別の報酬の内容は、取締役会の決議による委任に基づき、社外取締役の助言を踏まえ、代表取締役社長が決定する。取締役会の
委任を受けた代表取締役社長は、取締役会で定めた報酬決定方針や取締役報酬規程および譲渡制限付株式報酬規程に従って決定する。一任
の範囲については、基本報酬および譲渡制限付株式報酬の額に限定されるものとする。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外役員の専従スタッフは配置しておりませんが、管理本部がサポートしております。

　社外役員に対しては、取締役会資料を事前に配布するとともに、月１回開催する取締役会および監査役会開催前等の機会において、必要な情
報提供および説明を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１．当社の業務執行、監視・監督のための機関は、取締役会、常任役員会、監査役会があります。

　　取締役会は、本年３月末日現在５名の取締役からなり、定時に毎月１回と臨時に必要な都度開催されて、会社法で定められた事項および経営

　　に関する基本事項について審議・議決しております。また、常勤取締役・常勤監査役を中心メンバーとする常任役員会が原則毎月１回開催さ

　　れ、取締役会の決定した基本方針に基づき、経営の重要事項について意見交換し、決定を行っております。

　　監査役会は、本年３月末日現在２名の社外監査役を含む３名の監査役が、取締役の職務執行を監視・監督しており、原則毎月１回の監査役

　　会を開催しております。

　　社外役員は、適宜、取締役会や代表取締役社長への助言および意見交換を実施しております。

　　当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役および社外監査役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

　　契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるの

　　は、当該社外取締役および社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

２．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の

　　範囲は当社の取締役、監査役および執行役員であり、保険料は全額当社が負担しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役員

　　としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請求がなされたことによる被保険者が被る争訟費用および損害賠償金

　　等を、当該保険契約により補填することとしております。なお、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等は補

　　償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じております。

３．当社グループの企業活動において、各部門で日々発生する業務に関する情報については、当社グループ独自の社内情報システムを構築し、



　　これを主たる媒体として、所定のルールにもとづき関連部署並びに経営者に連絡・報告されるようになっております。

４．意思決定を要する案件や経営上の重要事項については、社内稟議および常任役員会・取締役会に付議され、承認・決議されております。

　　なお、常任役員会・取締役会の事務局は、管理本部が務めております。

５．また、四半期ごとに開催される業績管理を主体とする会議およびその他の諸会議において、業務遂行に重要な影響を与える可能性のある事

　　象またはその他リスクの把握ができる体制をとっております。

６．内部監査は、社内規定に基づき専任された内部監査室長が監査実施計画を立てて、実地調査中心に実施しております。

　　監査役監査実施に際しては、会計監査人および内部監査室と情報交換を行うなど緊密に協力し、効果的に監査を実施しております。

　　会計監査人は、みおぎ監査法人（上場会社監査事務所登録）であります。

　　会計監査業務を執行した指定社員・業務執行社員の公認会計士は２名であり、監査業務にかかる補助者は、公認会計士４名であります。

　　みおぎ監査法人による継続監査期間は、２年間であります。

　　会計監査人による会計監査にあたっては、必要に応じて内部監査室長および各監査役が諸問題についての内容確認とこれに関連する諸事項

　　についての意見交換をするほか、出先部署往査にも内部監査室長および監査役が同行し連携をとっております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社のコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方に則り、現状において最適と考えられるガバナンス体制を選択しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会招集通知の発送早期化に努めております。また、招集通知発送前に東京証券
取引所のTDnetにおいても開示しております。

集中日を回避した株主総会の設定 株主の出席率向上のため、想定される集中日以前に開催しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

IR資料のホームページ掲載
決算短信・適時開示情報をホームページ上に掲載しております。

（「ＩＲ情報」：https://www.takase.co.jp/ir/）

（「決算情報」：https://www.takase.co.jp/ir/i_jyohou/）

IRに関する部署（担当者）の設置
管理本部ＩＲ担当部長を窓口として株主や投資家の皆様からの対話（面談）申
込を受け付けております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

ステークホルダーとの適切な協働やその利益の尊重、健全な事業活動倫理などについて、
会社としての価値観を示し、役職員が従うべき「タカセグループ　企業行動指針」を定め、
広く浸透し、遵守されるよう、社内情報システムに掲載するとともに、社内研修等により周
知および浸透に努めております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

すべての株主および投資家の皆様に対して、公平かつ正確な情報を提供するために、金
融商品取引法ならびに東京証券取引所が定める適時開示規則に則って情報開示をおこな
っております。また、自社ホームページも活用して広く情報を提供しております。

（「ＩＲ情報」：https://www.takase.co.jp/ir/）

（「決算情報」：https://www.takase.co.jp/ir/i_jyohou/）

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況



１．当社グループは、創業以来150年間、一貫して物流事業ひとすじに企業活動をおこなってまいりましたが、物流事業を通じて会社に貢献し、社

　　会から信頼をいただくことを企業の原点と考えております。

　　誠実で社会にとって有用な企業であらねばならないと考えており、そのため、社訓「まごころ」と定めるとともに、コンプライアンスを第一に重視

　　する経営を心掛けております。

２．コンプライアンス経営重視の観点から2002年10月に従業員の行動基準である「コンプライアンス・マニュアル」を制定し、続いて2004年９月には

　　企業の社会的責任を重視する「タカセグループ企業行動指針」を制定しました。

　　両指針については、通達や社内研修の場で社員への徹底を図っており、特に、後者については日本文のほか、英文版をも当社ホームページ

　　に掲載して、海外現地法人を含むグループ社員が企業理念や行動指針をいつでも確認できるよう、考慮しております。

３．内部統制システムの整備に関し、取締役会決議をおこなっており、以下の項目別体制につき整備すべく基本的考え方を定めております。

　　・取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　　・取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　　・損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　　・株式会社ならびにその親会社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保する体制

　　・監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　・取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する体制および監査役の監査が実効的に行われること

　　　を確保するための体制

４．当社は、2009年４月に「内部統制報告制度に関する方針および運営」について、以下の趣旨を定めております。

　　・適正な財務報告を実現するために構築すべき内部統制の方針・原則、範囲および水準

　　・内部統制の構築にあたる経営者以下の責任者および全社的な管理体制

　　・内部統制の構築に必要な手順および日程

　　・内部統制の構築に係る個々の手続きに関与する人員およびその編成並びに事前の教育・訓練の方法等

５．財務報告の適正性を確保するための体制整備

　　激変する外部環境の変化に伴い、制度会計も同様な状況となっております。

　　このような変化に的確に対応するため、2010年４月より公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、2008年６月開催の取締役会において、「反社会勢力の排除に向けた基本的な考え方および体制整備」について、次の趣旨の決議をし
ております。

　・反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方

　　当社グループは、企業活動の基本指針として定めた「コンプライアンス・マニュアル」に「反社会的勢力との絶縁」をうたい、「反社会的勢力には

　　屈せず、断固として対決する姿勢をもつこと」を掲げており、このような基本的考え方をもって反社会的勢力の排除に取り組む。

　・反社会的勢力の排除に向けた体制整備

　　反社会的勢力による経営活動への関与の防止や当該勢力による被害を防止する観点から、組織全体で対応することを目的として倫理規定、

　　行動規範、社内規則などを整備し、また対応統括部署を定めるほか、外部専門機関等と連携し折にふれ指導を受けるとともに情報の共有化を

　　図ることとする。

　・反社会的勢力の排除に向けた体制整備状況

　　管理本部を対応統括部署とし、管理本部長を不正要求防止責任者として定めております。

　　また、平素から、地区特殊暴力防止対策協議会や、所轄警察署、顧問弁護士などの外部専門機関と連携し、折にふれ指導を受けるとともに、

　　情報の共有化を図っております。

　　対応部署である管理本部で、反社会的勢力に関する情報を収集・管理して、この情報を社内での注意喚起等に活用しております。

　　さらに、外部機関による当該関係講習会・セミナーに参加し、社内での研修に役立てることとしております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　当社グループは、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させて透明かつ公正な企業活動が行われることを重要な経営上の方針と位置付けてお
ります。

　また、経営環境変化に迅速・的確に対応できる組織体制の構築に特に注力する基本方針を持って、経営にあたっております。

　このような方針に基づき、従業員の行動基準である「コンプライアンス・マニュアル」および企業の社会的責任を重視する「タカセグループ 企業行

動指針」

　を制定し、両指針の社員への徹底を図っております。

　さらに、2004年２月には内部監査室長職を設置して、グループ内各部門に対する内部監査の体制の強化に努めております。

　会社情報の適時開示に係る具体的な社内体制につきましては、次のとおりであります。

１．当社グループの企業活動において各部門で日々発生する業務に関する情報については当社グループ独自の社内情報システムを構築しこれ



　　を主たる媒体として、所定のルールにもとづき関連部署ならびに経営者に連絡・報告されるようになっております。

２．意思決定を要する案件や経営上の重要事項については、社内稟議および常任役員会・取締役会に付議され、承認・決議されております。な

　　お、常任役員会・取締役会の事務局は、管理本部が務めております。

３．また、四半期ごとに開催される業績管理を主体とする会議およびその他の諸会議において、投資者の投資判断に重要な影響を与える可能性

　　のある事象の把握ができる体制をとっております。

４．これらのさまざまな企業情報の中から、投資者の投資判断に重要な影響を与える決定事実・発生事実および決算情報等について把握・管理

　　し、適時、適切に開示するための所管部署を管理本部内に設けており、管理本部長が情報開示担当役員の任にあたっております。

　　適時開示基準に則り、企業情報の開示が必要となる場合には、情報開示担当役員の承認によって、迅速に実施するようになっております。



当社の適時開示体制の概要について模式的に図示すると、以下の通りであります。

【当社取締役のスキル・マトリックス】

企業経営
財務

会計

人事

労務

グロー

バル
営業

当社事業

業界経験

ＩＴ

デジタル

大宮司　典夫 代表取締役社長 〇 〇 〇 〇

笹岡　幹男 専務取締役管理本部長 〇 〇 〇

赤澤　紀之 常務取締役営業本部長 〇 〇 〇

今井　康晴 取締役執行役員物流事業本部長 〇 〇 〇

髙田　忠美 〇 社外取締役 〇 〇 〇
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